
 

一般財団法人 神奈川県建築安全協会  

 確認検査業務約款 

  

神建安総第１２４号 平成１２年 ６月２１日制定     

平成１６年 ４月 １日改正 

平成１７年１０月 １日改正    平成１８年 ６月 １日改正 

平成１９年 ６月２０日改正    平成１９年 ９月１０日改正 

平成２１年 ４月 １日改正     平成２１年１０月 １日改正 

平成２２年 ４月 １日改正     平成２２年 ６月 １日改正 

平成２２年１０月 １日改正    平成２３年 ４月 １日改正 

平成２３年 ６月１５日改正    平成２３年１０月 １日改正 

平成２４年 １月 ５日改正     平成２４年 ４月 １日改正 

平成２５年 ２月 １日改正     平成２５年 ４月 １日改正 

平成２５年 ６月 １日改正     平成２６年 ２月２８日改正 

平成２７年 ６月 １日改正    平成２８年 ６月２４日改正 

平成３０年１０月１日改正   令和 ３年 ８月１７日改正 

令和 ４年 ９月２６日改正   令和 ５年 ７月 １日改正 

令和 ５年 ９月１９日改正   令和 ６年 ８月 １日改正 

令和 ７年 ４月  １日改正   令和 ８年１０月 １日改正 

 

  

（総則）  

第１条 この約款は、一般財団法人神奈川県建築安全協会（以下「乙」という。）が、建築主、

設置者又は築造主（以下「甲」という。）から受託した確認検査の業務を建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第６条第１項に規定する建築基準関係規

定（以下「建築基準関係規定」という。）及び一般財団法人神奈川県建築安全協会確認検

査業務規程（以下「業務規程」という。）の定めるところにより公正かつ適確に実施する

ため、業務規程第５８条に基づき、甲及び乙が遵守すべき事項を定めるものである。  

なお、この約款に定めのない用語の意義及び書面の様式は、建築基準関係規定及び業務

規程の例によるものとする。  

  

（責務）  

第２条 甲及び乙は、建築基準関係規定を遵守し、甲から乙に申請のあった確認検査の業務

に関して、この約款及び業務規程に定められた事項を内容とする契約（以下「この契約」

という。）を履行する。  



 

２ 乙は、善良なる管理者の注意義務をもって、業務規程第１８条に規定する業務を次条

に規定する日までに行わなければならない。  

３ 乙は、甲から乙の業務の方法について説明を求められたときは、速やかにこれに

応じなければならない。  

４ 甲は、乙への確認検査の業務に係る申請書及び添付図書には事実を記載しなけれ

ばならない。 

５ 甲は、別に定める一般財団法人神奈川県建築安全協会確認検査業務手数料規程

（以下「手数料規程」という。）に基づき算定された手数料を契約後、速やかに乙

に支払わなければならない。  

６ 甲は、乙の請求があった場合においては、乙の確認検査の業務の実施に必要な範

囲内において、対象建築物等（業務規程第１８条に規定する業務の対象をいう。以

下同じ。）の計画及び施工方法その他の情報を遅滞なくかつ正確に乙に提供しなけ

ればならない。  

７ 甲は、乙が確認検査の業務を実施する場合においては、この契約に係る対象建築

物等又はその工事現場に立ち入り、業務上必要な調査又は検査を安全に行うことが

できるように協力しなければならない。  

８ 甲は、乙が中間検査、完了検査又は仮使用認定の検査を実施する場合には、対象

建築物等の工事監理者等を当該検査の実施場所に立ち会わせなければならない。  

９ 甲は、乙の確認検査の業務において、乙から甲に対し対象建築物等の確認検査に

係る図書について不備や不明確な点等の補正又は追加説明を求められ、又は乙の完

了検査業務において期限を定めて追加説明書の提出を求められたときは、速やかに

必要な措置をとらなければならない。  

 

（確認検査業務の処理期間）  

第３条 乙が受託した確認検査の業務の処理期間は、それぞれ次の各号に掲げる業務に応じ

て当該各号に定めるとおりとする。 

(１) 確認審査                                          

ア 法第６条第１項第１号及び第２号に掲げる建築物で、延べ面積が５００㎡以内の

ものにあっては、確認審査を引き受けた日の翌日から１５日以内（業務規程第２６

条で定める変更確認申請の確認審査の場合は１０日以内） 

イ 法第６条第１項第１号及び第２号に掲げる建築物で、延べ面積が５００㎡を超え

るものにあっては、確認審査を引き受けた日の翌日から２５日以内（業務規程第２

６条で定める変更確認申請の確認審査の場合は１５日以内） 

ウ 法第６条第１項第３号に掲げる建築物のうち一戸建て住宅にあっては、確認審査

を引き受けた日の翌日から７日以内（確認審査の引き受けが一時的に著しく増加す

る等のやむを得ない事由がある場合は１４日以内）  



 

エ 法第６条第１項第３号に掲げる建築物のうち一戸建て住宅以外にあっては、確認

審査を引き受けた日の翌日から１４日以内 

オ 昇降機にあっては、確認審査を引き受けた日の翌日から７日以内  

カ 工作物にあっては、確認審査を引き受けた日の翌日から７日以内  

(２) 中間検査 特定工程に係る工事を終えた日又は当該検査の引受けを行った日のいず

れか遅い日から７日以内 （ただし、甲の都合により処理期日までに検査が実施でき

ない場合は、甲乙協議により別に定める日まで。）  

(３) 完了検査 工事が完了した日又は当該検査の引受けを行った日のいずれか遅い日か

ら７日以内 （ただし、甲の都合により処理期日までに検査が実施できない場合は、

甲乙協議により別に定める日まで。）  

(４) 仮使用認定 認定申請を引き受けた日の翌日から１５日以内 

２ 乙は、前項に基づいて算定した当該各期間の末日（以下「処理期日」という。）ま

でに、第１号及び第４号にあっては業務規程第２２条第７項により通知し、第２号

又は第３号にあっては検査を実施する。 

３ 第１項第１号の場合の処理期日の算定にあたっては、業務規程第１６条第２項に

掲げる休日は算入しないものとする。 

 

（業務の処理期日の変更）  

第４条 甲が、業務規程第２２条第２項、第３３条第２項、第４０条第２項又は第４７条第

２項において求められた説明又は追加の資料等の提出を遅滞したときその他乙の責に帰

することのできない事由により前条で定めた処理期日までに乙が当該業務を完了するこ

とができないときは、乙は、甲に対してその理由を明示し、処理期日の変更を求めること

ができるものとする。この場合において、変更後の処理期日は、甲乙協議して定める。  

  

（審査中の計画の変更）  

第５条 甲は、確認済証又は仮使用認定通知書の交付前までに甲の都合により対象建築物等

の計画を変更する場合は、速やかに当該申請を取り下げなければならない。  

２ 前項による申請の取り下げ後、当該変更後の対象建築物等の申請を乙に再度提出する

場合は、別件としてこれを行わなければならない。  

３ 第１項の申請の取り下げがなされた場合は、第７条第２項の契約解除があったものと

する。  

 

（電子申請） 

第６条 業務規程第６８条第１項の規定による電子申請がなされた場合、あらかじ

め甲乙協議の上で、次の各号に掲げるものについて甲が電子情報処理組織にて交

付を受けることの表示を受けて、乙は次に掲げる各号について、電子情報処理組

織にて交付するものとする。 



 

（１）業務規程第２０条第３項の確認審査引受証 

（２）業務規程第２１条第７項第１号の適合しない旨の通知書 

（３）業務規程第２１条第７項第４号の適合するかどうかを決定できない旨の通知

書 

（４）業務規程第２５条の確認済証 

（５）業務規程第３１条第１項の中間検査引受証 

（６）業務規程第３３条第５項の中間検査合格証を交付できない旨の通知書 

（７）業務規程第３４条の中間検査合格証 

（８）業務規程第３８条第２項の完了検査引受証 

（９）業務規程第４０条第５項の検査済証を交付できない旨の通知書 

（１０）業務規程第４１条の検査済証 

（１１）業務規程第４５条第３項の仮使用認定引受証 

（１２）業務規程第４７条第３項の適合しないと認める旨の通知書 

（１３）業務規程第４９条の仮使用認定通知書 

（１４）業務規程第５６条第３項の確認台帳記載事項証明書 

（１５）確認済証の交付時における副本の交付 

（１６）業務規程第２２条第７項第１号の適合しない旨の通知書の交付時における

副本 

２ 乙は業務規程第１６条に規定する確認検査の業務を行う時間（以下、「業務時

間」という。）内に、甲からの電子申請に係る電磁的記録が到達した場合は速やか

に、業務時間外に到達した場合は、その翌業務日からそれぞれ業務を開始する。 

３ 乙の電子申請に係る業務を行う事務所は、業務規程第１７条第１項に掲げる事務

所とする。 

  

（甲の契約解除権）  

第７条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、乙に契約解除通知（甲）（第Ｙ－１号

様式）をもって通知し、この契約を解除することができる。この場合、甲は、乙に対して

手数料の返還（既に支払われているときに限る。）及び契約解除によって生じた損害の賠

償を求めることができる。  

（１） 乙が、正当な理由なく、第３条で定めた処理期日までに当該業務を完了せず、又

その見込みがないとき。  

（２） 甲に対して交付された確認済証が、乙の故意又は過失が原因で法第６条の２第６

項の規定により効力を失ったとき。  

（３） 乙がこの契約に違反したことにつき、甲が相当の期間を定めて催告してもなお是

正されないとき。  

２ 前項に規定する場合のほか、甲は、乙の業務が完了するまでの間、いつでも乙に書面

をもって申請を取り下げる旨を通知してこの契約を解除することができる。  



 

３ 甲は、第１項の契約解除によって乙に生じた損害については、その賠償の責任を

負わない。  

 

（乙の契約解除権）  

第８条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、甲に契約解除通知（乙）（第Ｙ

－２号様式）をもって通知し、この契約を解除することができる。 

（１） 甲が、業務規程第２２条第２項、第３３条第２項、第４０条第２項又は第

４７条第２項において求められた説明又は追加の資料等を提出しないとき。  

（２） 甲が、正当な理由なく、速やかに手数料を支払わないとき。  

（３） 甲がこの契約に違反したことにつき、乙が相当の期間を定めて催告しても

なお是正されないとき。  

２ 乙は、甲が、乙の職員等に対し、以下の各号のいずれかに該当し、職員の就業環

境を害する行為（以下「カスタマーハラスメント」という。）を行った場合、何ら

の催告を要せず、この契約を解除、又は引受けを拒否することができる。 

（１）身体的な攻撃、又は精神的な攻撃 

（２）威圧的な言動、又は過剰な要求 

（３）拘束的な行為 

（４）その他、職員のプライバシーの侵害、又は性的な言動等  

３ 前二項の場合、乙は、手数料が既に支払われているときはこれを返還せず、手数

料が支払われていないときは甲にこれの支払いを請求することができる。また、乙

は、甲に対して契約解除によって生じた損害の賠償を求めることができる。 

４ 乙は、第１項及び第２項の契約解除によって甲に生じた損害については、その賠

償の責任を負わない。  

 

（特定行政庁への通知等）  

第９条 乙は、特定行政庁、建築主事若しくは建築副主事又は建築監視員（以下「特定行政

庁等」という。）から、法第１２条第５項（法第８８条第１項及び第２項において準用す

る場合を含む。）の規定に基づき当該申請に係る建築物等の敷地、構造、建築設備若しく

は用途又は建築物等に関する工事の計画若しくは施工の状況に関する報告を求められた

場合においては、特定行政庁等にその報告を行う。  

  

（乙の免責）  

第１０条 乙は、前条及び第８条第２項の場合のほか、乙の故意又は過失以外の事由により

発生した甲の損害については、その賠償の責任を負わない。  

  

（秘密の保持等）  

第１１条 乙は、この契約に係る確認検査の業務の上で知り得た甲の秘密及び個人情報を他



 

に漏らし、又は盗用してはならない。  

  

（その他）  

第１２条 この約款に定めのない事項及びこの約款の解釈に疑義が生じた事項については、

甲乙協議して別に定めるものとする。  

 

   

指定確認検査機関  

機関名：一般財団法人神奈川県建築安全協会 

所在地：横浜市中区元浜町３丁目２１番２号（ヘリオス関内ビル） 

神奈川県知事指定番号：第１号 指定年月日：平成１２年６月２１日  

  

附 則  

この約款は、平成１２年 ６月２１日より施行する。 

この約款は、平成１６年 ４月 １日より施行する。    

この約款は、平成１７年１０月 １日より施行する。 

この約款は、平成１８年 ６月 １日より施行する。  

この約款は、平成１９年 ６月２０日より施行する。 

この約款は、平成１９年 ９月１０日より施行する。 

この約款は、平成２１年 ４月 １日より施行する。 

この約款は、平成２１年１０月 １日より施行する。 

この約款は、平成２２年 ４月 １日より施行する。 

この約款は、平成２２年 ６月 １日より施行する。 

この約款は、平成２２年１０月 １日より施行する。 

この約款は、平成２３年 ４月 １日より施行する。 

この約款は、平成２３年 ７月 １日より施行する。 

この約款は、平成２３年１０月 １日より施行する。 

この約款は、平成２４年 １月 ５日より施行する。 

この約款は、平成２４年 ４月 １日より施行する。 

この約款は、平成２５年 ２月 １日より施行する。 

この約款は、平成２５年 ４月 １日より施行する。 

この約款は、平成２５年 ６月 １日より施行する。 

この約款は、平成２６年 ２月２８日より施行する。 

この約款は、平成２７年 ６月 １日より施行する。  

この約款は、平成２８年１０月 １日より施行する。 

この約款は、平成３０年１０月 １日より施行する。 

この約款は、令和 ３年 ８月１７日より施行する。 



 

この約款は、令和 ４年 ９月２６日より施行する。 

この約款は、令和 ５年 ７月 １日より施行する。 

この約款は、令和 ５年１０月 ５日より施行する。 

この約款は、令和 ６年 ８月 １日より施行する。 

この約款は、令和 ７年 ４月 １日より施行する。 

この約款は、令和 ８年１０月 １日より施行する。 

 


